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１．はじめに 

北海道は、近畿・中国・四国地方の合計面積に匹敵す

る広大な地域であり、本州等とはスケールの異なる広域

分散型社会を形成している。そのような中、都市間を結

ぶ道路ネットワークは重要で、特に冬期間の機能性確保

は、除雪機械力によって担保されている。 

しかし、近年多発している豪雨災害等によって、保管

状態の除雪機械が受ける冠水リスクに関して、本稿では

以下のとおり考察するものである。 

北海道内の除雪機械保管状況と定期整備時における課

題抽出及び、退避行動開始のタイミング検討に必要な機

械の対冠水能力を整理した。最終的には、北海道開発局

札幌開発建設部滝川道路事務所を例にケーススタディを

行った。 

 

２．北海道開発局の除雪体制と除雪機械配置について 

 北海道では、図－１に示すとおり、全ての国道を北海

道開発局が直轄管理し、平成２７年度の除雪延長は、約

６，７４０㎞であった。除雪事業は、出先機関である３

４箇所の道路事務所と１１４箇所の除雪ステーションに

配置された１，０４０台の除雪機械により除雪を実施し

ている。 

除雪機械は、事務所及び除雪ステーション内の車庫に 

 

 

 

 

図－1 H27 除雪概要図及び機械配置一覧 

保管されており、除雪体制の万全を期すために夏期間

は、整備工場で定期整備を実施している。定期整備終了

後は、事務所等の車庫で保管し、除雪シーズンには、維

持除雪工事受注者へ貸付し、除雪作業を行う。 

 

３．除雪機械の保管状況について 

車庫の形状や配置機械の取り合いによっては、写真－

１に示すとおり、シャッター支柱が搬出の支障となる場

合や縦列保管の状態にある場合には、対象除雪機械を移

動するため、他の除雪機械を移動しなければならないこ

とがある。 

 

 

 

 

写真－1 除雪機械格納状況 

除雪グレーダや除雪ドーザ、ロータリ除雪車などの回

送速度が遅い除雪機械は、夏期間の移動にトレーラ運搬

を行う事が多いため、スパイクタイヤを通年装着してい

ることがある。そのため、夏期間に自走移動を行う場合

には、回送用タイヤを準備して履き替えが必要である。 

夏期間に保管中の除雪機械は、定期整備以外の稼働が

無いことから、バッテリー上がり防止のためにバッテリ

ーメインスイッチを「切」状態としている。 

しかし、バッテリーメインスイッチを有しない除雪機

械では、バッテリーターミナル端子を外しており、移動

時には、工具を用いてバッテリーターミナル端子を接続

しなければならない。 

これら除雪機械の運転キー及び車検証や自賠責証明書

は、紛失防止のために除雪機械に備え付けず、担当職員

が駐在する道路事務所等で保管している場合が多く、除

雪機械を移動するためには、事前に準備等が必要である。 
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除雪機械の多くは、一定の大きさを超えるため、特殊

車両通行許可申請対象となっており、定期整備時の移動

に際しては事前に、許可申請の手続きが必要である。 

 

４． 除雪機械の整備状況 

 除雪機械は、夏期間に定期整備を実施しており、平成

２７年度は、全道１，０４０台の除雪機械を１４９箇所

の整備工場が分担して実施した。 

定期整備は、これまでの除雪作業で損傷した部位の補

修や次期除雪作業に向けて予防的な整備等を行うため、

大規模で長期間に及ぶことが多い。定期整備中は、写真

－２に示すとおり、部品やタイヤは、取り外されており、

緊急時に移動等を行う事は、困難な状況となっている。 

 

写真－2 定期整備実施状況(凍結防止剤散布車) 

 

５． 除雪機械の対冠水能力 

 除雪機械の保管場所が洪水や津波により冠水被害を受

ける場合を想定し、各除雪機械メーカーに『エンジンの

始動が可能で、自走により退避可能な上限水深』につい

てヒアリングをした結果、ほとんどのメーカーでは、そ

のような設計条件等を設定していないことがわかった。 

 そこで、冠水被害時における危機管理行動計画を検討

するために必要な資料として、下記要件のうち最も低い

ものを『対冠水能力（高さ）』とすることとした。 

１）エンジン始動が困難となる冠水高さ 

２）退避後の機械に悪影響が発生する冠水高さ 

１）は、主にエンジンの吸排気系へ水の浸入や電装品が

水没による悪影響でエンジン始動が困難となり、退避行

動が不可となることを想定した。 

２）は、冠水によって部品や装置内部に水分が浸入する

ことで、退避後の使用に際し、分解整備が必要となるこ

とを想定した。これは、退避後の除雪体制に悪影響が発

生しない様にするため設定した条件である。 

各機械の対冠水能力は、最終項に示すとおりであり、

最も多かったのは、アクスルハウジングに取り付けられ

たデフケースエアーブリーザの位置である。ここから水

分が浸入して、ギヤオイルが劣化する。その結果、ギヤ

類の異常摩耗や損傷により大規模な修理が必要となって

しまうためである。 

各機械の『対冠水能力（高さ）』を把握することで、

格納機械配置を考慮した危機管理行動開始のタイミング

と機械別退避順位を検討することが可能となる。 

 

６． ケーススタディ 

 北海道内の一級河川

で一番最初に検討・策

定された「石狩川滝川

地区水害タイムライン」

に含まれる、北海道開

発局札幌開発建設部滝

川道路事務所（以下、

滝川道路事務所）の近

郊に位置する車庫と整

備工場の洪水浸水被害

を想定した危機管理行

動に関するケーススタ

ディを図－２のフローに基づき実施する。 

検討に際しては、タイムラインやハザードマップ、道

路冠水想定箇所、事前通行規制区間等の把握が必要であ

る。タイムラインやハザードマップは、主に自治体や関

係機関が策定し、公開している。 

 

 

 

 

図－3 滝川道路事務所近郊保管場所等ハザードマップ 

危機管理行動を検討する上で、事前に滝川道路事務所

が含まれる滝川市と関係機関が策定した「石狩川滝川地
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図-2ケーススタディ検討フロー 



区水害タイムライン」を確認したところ、タイムライン

には、人的被害の拡大を防止するための計画が主に記載

され、除雪機械の危機管理行動に関する計画は、含まれ

ていないことが分かった。 

次にハザードマップを用いて、洪水浸水想定区域に含

まれる車庫及び、整備工場の有無を確認した結果、図－

３に示すとおり、滝川道路事務所、空知太車庫、Ａ整備

工場の３箇所が含まれていることが確認できた。 

滝川道路事務所の浸水水深は、０．５ｍ未満であるこ

とから、冠水能力がこれを下回る小形除雪車が退避対象

機械となる。 

また、空知太車庫とＡ整備工場の水深は、３．０～４．

０ｍ未満であることから、全ての機械が退避対象となる。 

このように、ハザードマップと格納機械及び対冠水能

力が把握できれば、効率的な危機管理行動が可能となる。 

表 －1 滝川道路事務所、空知太車庫格納機械一覧 

 

 

また、Ａ整備工場で定期整備中の除雪機械は、修繕契

約の契約書記載事項に基づき受注者が、災害防止等のた

めに臨機の措置をとらなければならないこととなってい

る。よって、洪水災害等の発生が予想される場合には、

受発注者間で事前協議を実施しておくことが望ましい。 

 

 

７． 今後の危機管理行動計画検討に向けて 

前述のケーススタディを踏まえ、除雪機械退避に関す

る危機管理行動計画を検討するうえで留意すべき事項を

下記に示す。 

 

１） 除雪機械保管状況等の把握 

除雪機械の車庫保管状況や定期整備期間中の整

備工場への入庫状況等、在場状況変化を把握する

ことが必要である。道路事務所の機械担当者が不

在時の事務所内情報共有が必要である。 

２） 退避場所及び退避ルートの選定 

除雪機械が退避可能な場所を事前に調査してお

き、搬入時の連絡体制や保管中の管理体制につい

て地先管理者等と事前協議を済ませておく必要が

ある。また、退避ルートの道路冠水の恐れ等も事

前に確認してルート選定をする必要がある。 

３） 退避時のオペレータの確保 

 整備工場に入庫中の除雪機械は、整備工場担当

者の運転で移動が可能であるが、道路事務所や除

雪ステーション保管の除雪機械は、別途オペレー

タを確保して移動しなくてはならない。 

 オペレータは、維持除雪工事受注者の協力を得

ることが有力だが、退避必要時は、洪水災害が発

生している可能性があり、オペレータの確保が困

難になることを想定した検討が必要である。 

４） 退避機械の優先順位付け 

 限られた時間内に、オペレータ参集から機械の

退避までを全除雪機械に対して実施することが困

難な場合には、除雪機械の汎用性や特殊性等を考

慮して、退避優先順位を検討することが必要であ

る。 

５） 退避中の除雪機械管理者の設置 

退避中は、屋外保管になることが想定されるた

め、防犯対策用の管理者を選定・配置などの措置

を検討すべきである。 

８． まとめ 

平成２７年度末現在で、北海道開発局が管理する車庫

及び除雪ステーション全１４８箇所の内、３７箇所が洪

水浸水域に含まれている。これらの車庫には、多くの除

雪用機械が保管されているが、積雪寒冷地である北海道

の除雪体制を確保する主力である一方、余剰機械はなく、

代替もきかない状況である。 

このようなことから、洪水浸水被害による冠水リスク

から除雪機械を守ることが重要であり、冬期間の道路ネ

ットワーク確保と強靱な国土づくりのため、今後はタイ

ムライン等の危機管理行動計画を整備しておく必要があ

る。 

 

 

 

 

 



 

別紙 


